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現行刑法 96 条乃至 96 条の 6 のうち、刑法制定当時から存在するのは、




その後、現行の刑法 96 条の 2ないし 96 条の 6の罪が制定されるに至っ
た経過を概観する。







そして、刑法 96 条の 2 と、96 条の 3 とが制定されるに至ったが、刑の
加重を必要としたための改正であり、その理由について、当時の三宅司法
次官は、「国防国家体制の完璧を期するため」に「是非とも改正を要する」














( 4 )( 5 )
(刑法 96 条の 2) と、競売妨害罪 (刑法
92 条の 3) とであった。





















ⅲ 平成 23 年の刑法改正




そして、96 条の 2 に処罰の対象行為が追加され、罪名も「強制執行妨
害目的財産損壊罪」と変更されると共に、96 条の 3 も処罰の対象行為が
追加され、「強制執行行為妨害罪」と罪名が変更された上、構成要件の一
部が 96 条の 6の「公契約関係競売等妨害罪」に移された。









稿で検討する必要があるのは、現行の刑法 96 条の 2 の強制執行妨害目的
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( 4 ) 後に「強制執行妨害罪」を経て、「強制執行妨害目的財産損壊等罪」と罪
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( 5 ) 石塚伸一「弁護士業務と強制執行妨害 (免脱) 幇助罪」弁護士業務と刑事






























































































































































































































不動産の仮装の譲渡の例としては、a 前掲・最高裁 S35. 6. 24 判決は、
連帯保証債務の履行を求める訴訟を提起された被告人が、不動産の所有名

























































































ⅳ 情を知って、96 条の 2第 3号の行為の相手方となる行為
96 条の 2 の 3 号所定の行為は法律行為であることから、それが契約で
ある場合には相手方は対向犯の地位に立つ。その場合に、必要的共犯とし
ての処罰規定を省くと、立法者が意図的に処罰対象から除外したとの疑義















刑法 96 条の 2所定の行為 (以下、基本犯という) を行った場合には、刑
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法 65 条 1項により、加重封印破棄等罪の共同正犯が成立するが、同条 2
項の「身分により刑の軽重あるとき」に該当するから、目的を有しない者
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また、96 条の 2 の 2 号所定の行為、すなわち、「価格の減損」「強制執
行費用の増大」もまた、そもそも私的整理の公正を害する行為でもあるか
ら、やはり、ここでの検討対象とはならない。
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